	経済情勢トピックス《大阪における雇用状況》



[image: image1]
最近の大阪府の雇用状況をみると、求人倍率は好調に推移しています。図表１は有効求人倍率・新規求人倍率について、全国と大阪府の推移を表したものです。両指標とも、平成23年から24年前半までは全国の方が大阪府よりも高くなっていましたが、25年からは大阪府の方が全国よりも高い時期が続いています
 。
また、有効求人倍率の地域別の推移（図表２）でも同様であり、大阪府では、他の都道府県と比較して求人倍率が低迷していましたが、求人倍率が大きく改善した結果、25年における順位が上昇しております。
図表1　求人倍率の推移（大阪府・全国）
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（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況」
※求人倍率は季節調整値
大阪における最近の求人倍率が好調な理由について、業種別の新規求人数をみると（図表３）、24年後半からは「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」が大きく増加に寄与しているのがわかります
 。この時期の大阪では、阪急梅田店（24年11月）の改装、グランフロント大阪の開店（25年4月）、あべのハルカス近鉄本店の開店（25年6月）をはじめ、大阪市内を中心に大型商業施設等の新規開店が増えた時期でもあり、これらの動向が求人数に大きな影響を与え、その結果として求人倍率が改善したと考えられます
 。
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（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況」

※季節調整値の四半期平均。地域名の前の数字は順位
図表３　新規求人数（前年比）の寄与度（大阪府）
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（出所）大阪労働局「求人・求職状況速報」

※新規求人数の変化率は原数値での比較

同様なこととして、関西では、昨年の夏頃から首都圏・東海と比較してパート・アルバイトの時給が増加傾向にあります（図表４）。関西の職種別に時給の変化率を見ると、「販売・サービス系」、「フード系」で大きく伸びており、大型商業施設等の開店等により、それらの業種の求人・求職の需給バランスが崩れたために時給が上がっていると思われます（図表５）
 。
図表４　パート・アルバイト時給の推移（地域別）
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（出所）（株）リクルートジョブズ「アルバイト・パート全国エリア別募集時平均時給調査」

図表５　パート・アルバイト時給の推移（関西、職種別）
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（出所）（株）リクルートジョブズ「アルバイト・パート全国エリア別募集時平均時給調査」

このように、大阪の雇用状況では非製造業を中心として、持ち直し基調が鮮明となっていますが、同時に懸念材料もあります。図表３の大阪府の新規求人数の寄与度をみると、「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」の求人は確かに多いのですが、その一方で「製造業」や「建設業」といった業種では求人数の寄与度が非常に小さくなっています。「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」といった業種の求人は、どちらかというとパート・アルバイト比率が高い業種であり、雇用条件では不安定な面が多いことが懸念されます。

大阪の雇用状況においては、長らく厳しい時期が続きましたが、上記のように非製造業を中心に好調に推移しているため、この傾向が一過性にならないよう、注目していく必要があります。

（佐野　浩）
最近の大阪の雇用状況では、求人倍率が好調に推移しています。この要因を分析すると、宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売業といった非製造業の求人が牽引しており、昨年秋からの大型商業施設等の開店が大きく影響していると思われます。








� 過去における有効求人倍率が上位の都道府県では、最近、有効求人倍率自体が減少したというわけではなく、下位の都道府県の有効求人倍率が伸びたことによって、主な順位変動が起こっていると考えられる。


� この非製造業を中心とした雇用の改善傾向は、全国の新規求人数の増減でも同様の結果がでているため、全国的な傾向であると思われるが、とりわけ大阪府ではその改善傾向が強いのが特徴である。


� 求人倍率＝求人数÷求職者数であるため、求人数の上昇だけではなく、求職者数の減少も求人倍率の改善要因であり、求職者数が減少しているのも最近の特徴である。


� ただ、毎月勤労統計における現金給与総額等では、大阪府全体において「卸売業・小売業」「宿泊業・飲食サービス業」の賃金が上昇している傾向は見られなかった。





